
 

 

 

 
 

 

【支給対象者】  

長引く新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、売上が 50％以上減少した 

県内中小企業等・個人事業主のみなさま（※）。 

※2021 年の 4 月から 6 月のいずれかの月の売上が 2019 年または 2020 年の同月と比較

して 50％以上減少した事業者 

 

 

 

【支給額】 

中小企業等  ： 20 万円 

個人事業主  ： 10 万円 

※１事業者につき１回の申請まで 

 

【申請期間】 

 令和３年８月４日(水)～令和３年９月 30 日（木） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜お問い合わせ先＞ 事業継続支援金コールセンター 

電話番号： 0570-200-575 

開設期間： 平日９：００～17：00 

8 月４日から申請受付開始 

ＵＲＬ：https://shiga-keizokushien.com/ 

コールセンター 0570-200-575(平日 9：００～17：００) 

記者会見資料 提供年月日：令和３年(2021 年)8 月３日 

部 局 名：商工観光労働部 

所 属 名：商工政策課 

係   名：企画・イノベーション推進係 

担 当 者 名：本田・北川・寺園  

電   話：077-528-3723（内線 3723） 

滋賀県事業継続支援金のご案内 

国の月次支援金や県の経営力強化補助金との重複受給が可能です。 



【申請に必要な書類】 ※ア・イともに、他に給付申請兼請求書が必要です。 

ア 国の「月次支援金」を受給した県内中小企業等・個人事業主のみなさま 

(1)  国から「月次支援金（2021 年４月～６月のいずれかの月分）」が受給されたことを示すもの  

(2) 履歴事項全部証明書（法人の場合）または本人確認書類（個人事業主の場合）の写し（代表者のもの） 

【例】運転免許証、パスポート、保険証、マイナンバーカード等 

(3) 誓約書(法人の場合役員名簿含む) 

(4) 口座振込依頼書  

          

イ ア以外のみなさま  

(1) 営業活動を証する書類 

      【例】定款、登記簿謄本、確定申告書（個人事業主の場合）、開業届等 

(2) 履歴事項全部証明書（法人の場合）または本人確認書類（個人事業主の場合）の写し（代表者のもの） 

【例】運転免許証、パスポート、保険証、マイナンバーカード等 

(3) 収受日付印の付いた 2019 年・2020 年の確定申告書類の控え 

(4) 2021 年対象月と 2019 年または 2020 年同月の売上台帳等の写し 

(5) 誓約書(法人の場合役員名簿含む) 

(6) 口座振込依頼書 

(7) 新規開業事業者特例計算書 

（令和 2 年 6 月 2 日から令和 3 年 3 月 31 日までに開業した事業者のみ） 

※(1)～(7)以外に、その他の書類の提出を求める場合があります。 

 

【申請方法】 

 オンライン申請・郵送申請 

  

 

◇県内中小企業等・・・ 

 県内に事務所または事業所を有し、かつ次の(a)または(b)のいずれかを満たす者。 

(a) 中小企業等経営強化法（平成 11 年法律第 18 号。以下「法」という。）第２条第１項に規定する中

小企業者等 

ただし、次のいずれかに該当する者は除く。 

・発行済株式の総数または出資価格の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有している中小企業者 

・発行済株式の総数または出資価格の総額の３分の２以上を大企業が所有している中小企業者 

・大企業の役員または職員を兼ねている者が役員総数の２分の１以上を占めている中小企業者 

 

(b) 特定非営利活動法人、農事組合法人、社会福祉法人等県内において事業を行う者で、下表「中

小企業者の要件」に準じ、各要件を満たす者 

参考：中小企業者の要件 

 

業種 

中小企業者 

（下記のいずれかを満たすこと） 

資本金の額 

または出資の総額 
常時使用する従業員 

①製造業・建設業・運輸業その

他の業種（②～④を除く） 
３億円以下 ３００人以下 

②卸売業 １億円以下 １００人以下 

③サービス業 ５，０００万円以下 １００人以下 

④小売業 ５，０００万円以下 ５０人以下 

 

※暴力団、宗教法人、政治団体、風営法上の性風俗関連として届出義務のある者、公共法人、事業を

営まない法人格のある自治会等は給付対象事業者に該当しない。 


